
 

熊本県林道事業補助要領  

 

第１ この要領は、熊本県補助金等交付規則（昭和５６年熊本県規則第３４号。）
及び熊本県農林水産業振興補助金等交付要項（平成２４年４月１日施行。以
下「交付要項」という。）により林道事業に要する経費に対し県が行う補助
等に関する取扱いについて定めるものとする。 

 

第２ 交付要項別表に掲げる市町村営林道開設事業、市町村営林道改良事業、市
町村営林道舗装事業、現年林道災害復旧事業、過年林道災害復旧事業、単県
林道事業に係る用語の定義、採択基準等については別に定める。 

 

第３ 林道事業の補助等を受けようとする市町村長は、交付要項第３条に定める
承認申請書に事業実施計画書（別記様式１）を添えて前年度の９月３０日ま
でに提出するものとする。 

      ただし、単県林道事業、現年林道災害復旧事業、過年林道災害復旧事業に
あっては、別に定めるところによる。 

  ２ 知事は、前項の承認申請書の提出があった場合、これを審査し、事業の実
施について林野庁長官等の承認を必要とする事業にあっては、その承認が得
られており、かつ、予算の範囲内において事業を実施することが適当と認め
られるときはこれを承認し、その旨を市町村長に通知（別記様式２）するも
のとする。 

  ３ 市町村長は、前項の通知を受けた後、実施計画の内容の重要な変更（交 
付要項別表の林道事業に係る重要な変更欄に掲げる変更）をしようとすると
きは、交付要項第５条により行うものとする。 

 

第４ 交付要項第６条の交付申請に添付する事業計画書の様式は、別記様式３と
する。 

 ２ 現年林道災害復旧事業の査定用設計委託費の補助に係る補助金の交付を
申請する場合、交付要項第１９条に基づき書類を提出するとともに、次の書
類を添付するものとする。 

  （１）事業の内容及び経費の配分（別記様式３） 

  （２）林道施設災害復旧事業査定用委託費実績調書等（別記様式４） 

  （３）委託契約書 

  （４）その他支出証拠書類等 

 

第５ 交付要項第９条の承認を受けようとする場合、別記様式５を提出するものとす

る。 

ただし、第２の事業のうち農山漁村地域整備交付金実施要領（平成２２年４月

１日付け２１生畜第２０４５号、２１農振第２４５４号、２１林整計第３３６号、

２１水港第２７２４号）の適用を受ける事業については、同要領に定める交付決

定前着手届を併せて提出するものとする。 

  ２ 第２の事業のうち森林環境保全整備事業実施要領（平成１４年３月２９日
付け１３林整第８８５号林野庁長官通知）の適用を受ける事業については、
交付要項第９条の補助金等交付決定前着手は適用しない。 



３ 広域本部長又は地域振興局長は、前１項の規定に基づく申請書の提出があっ
たときは内容を審査し、適当と認められるときはこれを承認し、その旨を市
町村長に通知（別記様式６）するものとする。 

  
第６ 市町村長は、工事に着工し、又は完了したときは遅滞なく知事に交付要項

第１１条の工事着工報告書または工事完成報告書を提出するものとする。 

  
第７ 市町村長は、毎月３日までに前月の工事進捗状況を広域本部長又は地域振興

局長に報告（別記様式７）するものとする。 

  
第８ 交付要項第１５条第２項の概算払請求書には、請求金額内訳表（別記様式

 ８）を添付するものとする。 

 

第９ 完了届の提出を受けた広域本部長又は地域振興局長は、熊本県農林水産部
所管補助工事等検査規程取扱要領第２の規定に基づきしゅん工確認検査を
行うものとする。 

  
第１０ 交付要項第１３条の実績報告書には、次の書類を添付するものとする。 

  （１）事業実績書（別記様式３） 

  （２）当初契約書の写し、変更契約書の写し 

  （３）最終設計書 

 
第１１ 市町村長は、事業実施にあたり路線全体計画について、別表に掲げる重

要な部分の変更を行う必要が生じたときは、その理由及び内容を記載した
変更理由書を添付し、あらかじめ知事に協議（別記様式９）するものとす
る。 

  ２ 知事は、前項の協議があったときは内容を審査し、また、林野庁長官等
に協議を要するものはその協議を行い、結果を市町村長に通知（別記様式
１０）するものとする。 

 

第１２ 市町村長は、繰越承認を得ている工事について、工事完了予定日を越え施工
を行う必要が生じたときは、あらかじめ協議（別記様式１１）するものとする。 

  ２ 広域本部長又は地域振興局長は、前項の協議があったときは内容を審査し、
別に示す事業毎の事業完了予定日の期間内で、かつ適当と認められるときは、
その結果を市町村長に通知（別記様式１２）するものとし、事業完了予定日を
越える協議については農林水産部長へ進達するものとする。 

３ 農林水産部長は、前項の進達があったときは農林水産大臣に協議のうえ、
その結果を市町村長に通知（別記様式１３）するものとする。 

４ 広域本部長又は地域振興局長は、前２項の通知を行った際には、農林水産部

長に報告（別記様式１４）するものとする。 
 
第１３ 交付要項第１７条の財産処分制限期間は、次のとおりとする。 

  （１）補助事業により開設した林道については、補助金等の交付翌年度から
起算して８年間とする。 

   （２）補助事業により取得した財産（１件当たりの取得価格５０万円以上の
機械及び器具に限る。）については、減価償却資産の耐用年数等に関す



る省令（昭和４０年大蔵省令第１５号。以下「大蔵省令」という。）に
定められている耐用年数に相当する期間、大蔵省令に定めのない財産に
ついては農林水産大臣が別に定める期間とする。 

   ２  市町村長は、前項の期間内に施設を転用し、若しくは用途変更し、又は
補助金等の目的を達成することが困難となると思料されるとき、財産を補
助金等の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、若しくは担保
に供しようとするときは、あらかじめ知事の承認を受けなければならない。
この場合において知事は、補助金等額に相当する額の全部又は一部を納付
させることがある。 

 

 

 

      附 則 

      この要領は、昭和６０年 ４月２６日から施行する。 

      附 則 

      この要領は、平成１２年 ５月 ９日から施行する。 

      附 則 

      この要領は、平成１４年 ８月１５日から施行する。 

   附 則 

   この要領は、平成１７年 ７月 １日から施行する。 

   附 則 

   この要領は、平成１８年 ４月 １日から施行する。 

   附 則 

   この要領は、平成１９年１２月 １日から施行する。 

附 則 

   この要領は、平成２３年 ４月 １日から施行する。 
附 則 

   この要領は、平成２４年 ４月 ２日から施行する。 
附 則 

   この要領は、平成２４年１１月２０日から施行する。 
附 則 

   この要領は、令和２年４月１日から施行する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 
別表 
 
   
  路線全体計画の重要な変更を要する事項（第１１第１項関係）  

 （１）林道の区分の変更 

 （２）利用区域内森林面積及び蓄積の変更（開設効果指数の変更を含む。ただし、 

地域森林計画の樹立又は変更に伴う数値の変更は除く。） 

 （３）開設予定路線の起点及び終点の変更 

 （４）全体計画延長の３０パーセントを超える増減 

 （５）車道幅員の変更 

 （６）トンネル、長大の橋りょう又は片桟橋（おおむね５０メートル以上）、 

    ロックシェッド等の特殊構造物の新設又は廃止 

 （７）全体計画事業費の３０パーセントを超える増減 

 （８）全体計画期間の延長に係る変更 

 （９）その他必要があるとき 

  

 ※上記のうち、(1)(2)(3)(4)(7)(9)は林野庁長官等に協議を要するもの 

 

 



別記様式１（要領第３第１項関係）

添付書類

    １　 実態調書

    ２　 位置図

    ３　 写真

（注） 「区分」欄には、国の事業における区分を記入する。

（例：育成林整備、機能回復整備、幹線、その他、・・・）

区分
幅員
（ｍ）

路線名
（施設名）

施行主体
延長
（ｍ）

事業費
（千円）

補助率
（％）

補助金
（千円）

　　　　　　　　年度　　　　　　　　事業実施計画書



別記様式２（要領第３第２項関係）

熊本県知事

ます。

補助率
（％）

延長
（ｍ）

　　　　　　　　年度　　　　　事業計画承認及び補助金等予定額の通知について

　　　　　　年　　月　　日付け　　第　　　号で提出のあった　　　　年度　　　　　事業　　　

補助金
（千円）

記

計画については、下記のとおり事業を承認し、補助金等予定額を通知します。

　　　　　　第　　　　号　

　　様

区分

　なお、補助金等交付申請書は　　　　年　　月　　日までに提出していただくようお願いし

事業費
（千円）

　　　（通知）

路線名
（施設名）

　　年　　月　　日　

施行主体
幅員

（ｍ）



別記様式３（要領第４第２項（１）関係）

（林道事業）

本工事費 付帯工事費

ｍ ｍ 円 円 円 円 円 円 円 ％ 円 円 ｈａ m3

合　　計

　　　７　事業計画書の場合は、補助金額の算出根拠となる資料を添付すること。

平成　　年　　月　　日事業完了（完了予定）年月日

（注）１　「幅員」欄には、林道規程（昭和４８年４月１日付け４８林野道第１０７号林野庁長官通達）に定める車道幅員と路肩幅員を加えたものを記入する。

　　　２　利用区域の「面積」及び「蓄積」欄における国有林又は官行造林地の記入方法は、国有林は（　）書き、官行造林は（（　））書きとし、いずれも内数とする。

　　　６　「事業完了（完了予定）年月日」欄は、事業計画書の場合は「事業完了予定年月日」を記入し、事業成績書の場合は「事業完了年月日」を記入する。

　　　５　「工期」欄には、事業計画書の場合は予定工期を、事業成績書の場合は実施着工及び竣工日を記入する。

　　　４　単県林道事業については、事業の種類を「備考」欄に記入し、利用区域の欄は記入する必要はない。

　　　３　市町村営林道改良事業及び林道施設災害復旧事業については、採択された箇所番号ごとに記入することとし、市町村営林道改良事業は「備考」欄に事業の種類を箇所ごと
　　　　に記入する。

幅員 延長

蓄積

利用区域

補
助
率事務雑費立木補償費 工事雑費

事 業 の 内 容 及 び 経 費 の 配 分
　

路線名
（施設名）

箇所
番号

施行
主体

事業費 請負対象額

事業費内訳

測量及び
試験費

直営
請負

（（変更）事業計画書）

（事業成績書）

備考補助金額
施行主体
負担額

工期 主な工種数量
林業

効果指数
面積



別記様式４（要領第４第２項（２）関係）

（市町村名）

決定事業費
規模別区分

査定決定事業費
決定事業費
×　　　率

Ａ

委託費等
実支出額

Ｂ

補助対象額
(Ａ又はＢのいずれか低い額)

Ｃ
備　　　考

円 円 円 円

100万円以下

100万円を越え
500万円以下

500万円を越え
1,000万円以下

1,000万円を越え
3,000万円以下

3,000万円を越え10,000
万円以下

10,000万円を越えるも
の

合　　計

林道施設災害復旧事業査定用委託費実績調書



別記様式４の２（要領第４第２項（２）関係）
林道施設災害復旧事業査定用設計委託費等及び事業費内訳 （市町村名）

（単位：円）

控除額 路線名 箇所番号 申請事業費 決定事業費 災害年月日 備考

Ｂ

細計

細計

細計

細計

細計

細計

小　　計 路線 箇所

合　　計 路線 箇所

（注）１　本表は委託契約毎に作成し、当該委託契約に係る「路線名」等を記載し、委託契約毎に細計をとる。
　　　２　「委託契約年月日」欄には、委託契約年月日の上段に「（当初契約）」、「（変更契約）」の別を記載する。
　　　３　変更契約の場合、「設計委託費」欄に増減（△）額を記載する。
　　　４　査定申請外箇所が含まれる場合、査定申請延長が委託延長より短い場合等は、「設計委託費控除額算出表（別記様式４の３）」を添付する
　　　　ものとする。

委託契約
年月日

設計委託費
(実支出額）Ａ

差し引き
実支出額

（Ａ－Ｂ）　Ｃ



別記様式４の３（要領第４第２項（２）関係）

（市町村名）
（単位：円）　　　　　　　

整理
番号

委託契約年月日
委託契約額

（実支出額）
委託設計額

Ｂ
査定申請外の
委託設計額Ｃ

控除額
（Ａ－Ａ／Ｂ×Ｃ）

備考

合計

（注）１　本表は委託契約毎に作成するものとする。
　　　２　「査定申請外の委託設計額」欄の算出に際しては、算出根拠資料を添付すること。

設計委託費（実支出額）控除額算出表



別記様式５（要領第５第１項関係）

第　　　　号

　　　　年　　月　　日

住所

（補助事業者）

氏名

１　着工の理由

２　着工計画         別紙箇所別調書のとおり

３　添付書類

　（１）　予算書の写し

　（２）　工事箇所別調書

　（３）　実施設計書

本県林道事業補助要領第５の１の規定により申請します。

記

　熊本県知事　　　　　　　　様

　　　　　　　年　　　　　　　　　　事業補助金交付決定前着工承認申請書

　　　　　年　　　　　　　　　　事業について、下記の理由により着工したいので、熊



別記様式５の２（要領第５第１項関係）

市町村 路線名
箇所
番号

延長
（ｍ）

事業費
（円）

延長
（ｍ）

事業費
（円）

 

（注）1 「計画事業費」については、事業実施計画承認申請書に記載の数量を記載する。

工 事 箇 所 別 調 書

査定決定事業費
(又は計画事業費)

実施事業費

着工予定年月日
発
生
年

工事箇所

施行主体



別記様式６（要領第５第３項関係）

 第　　　　　　号

　　　　年　　月　　日

熊本県知事

　ないこと。

　　　事業補助金交付決定前着工については、下記のとおり条件を付して承認します。

記

１　補助金交付決定を受けるまでの期間内に天災地変等の事由によって、実施した林道施

　設災害復旧事業に損失を生じた場合は、これらの損失は、事業主体が負担するものとす

　る。

　　　　　年　　月　　日付け　　第　　　号で申請のあった　　　　年

　　　（通知）

　　　　　　　　　　　　　様

　　　　　　　年　　　　　　　　　　事業補助金交付決定前着工承認について

２　補助金交付決定通知を受けた補助金額が交付申請額に達しない場合においても異議が



別記様式７（要領第７関係）

　○○広域本部長　様
（又は○○地域振興局長　様）

市町村長
　　　　　　　　　年度市町村営林道事業進捗状況報告 （　　月分）

（単位：円）

補償費
契約日 進捗

（契約予定） 　（終期） （％）
○○年度 0 ( 0.00 ) 始 0 0

0 終 0 0 0 -
市町村営○○ 0 変

0 ( 0.00 ) 始 0 0
0 終 0 0 0 -
0 変
0 （ 0 ） 0 0 0

市町村営○○ 事業計 0 0 0 0 0 -
0 0 0 0 0

○○年度 0 ( 0.00 ) 始 0 0
0 終 0 0 0

単県 0 0.00 変
0 ( 0.00 ) 0 0

単県 事業計 0 0 0 0
0 0.00 0 0

○○年度 0 （ 0.00 ） 始 0 0
0 終 0 0 0

林道施設災害 0 0.00 変
復旧事業 0 （ 0.00 ） 始 0

　 0 終 0 0 0
0 0.00 変
0 （ 0.00 ） 始 0 0
0 終 0 0 0
0 変
0 （ 0.00 ） 0 0 0

施設災 事業計 0 0 0 0
0 0.00 0 0 0

合計

（注）　１　事業区分は、現年、繰越、事業別に区分して記入し、必ず計をとること。 上段：全体
　　　　２　市町村営林道事業(市町村単独事業を除く）、災害復旧事業、美しい森林づくり交付金事業の全てについて記入すること。 中段:年度内
　　　　３　金額を記入する欄には、上段：全体、中段：年度内、下段：繰越分を記入すること。 下段:繰越分
　　　　４　契約の変更をした場合は、上書きで修正すること。

事業区分 路線名

本工事費

請負者支払済額
舗装延長

契約額
（開設延長）事業費

　第　　　　　号

出来高額
工期（始期）

契約額

　　　　年　　月　　日

備考



別記様式８（要領第８関係）

路　線　名 (A) (B) (C) (A)-(B)-(C)

事　業　名 事　業　費 補 助 金 既受領済額 今回請求額 残　　額 摘　　　　要

（施設名） 交 付 決 定 額

円 ％ 円 ％ 円 円 円

請  求  金  額  内  訳  表

補
助
率

出
来
高

完了予定年月日

　

合　　　計



別記様式９（要領第１１第１項関係）

第　　　　　　号　

  　　年　　月　　日　

住所

（補助事業者）

氏名

　

第１１の１の規定に基づき、別紙のとおり関係資料を添えて協議します。

　熊本県知事　　　　　　　　様

　　　路線全体計画の変更について（協議）

　森林○○道○○線について、路線全体計画を変更したいので、熊本県林道事業補助要領



別記第９号様式の別紙（要領第１１第１項関係）

○ 事 業 名 ：

○ 路 線 名 ：

○ 施 工 主 体 ：

○ 協議の種類 ：

区分

○ 変 更 理 由

○ 添 付 資 料

林道事業計画の重要な変更の協議について

　：　計画平面図、位置図、実態調書、写真、その他

実施計画 変更計画



別記様式１０（要領第１１第２項関係）

第　　　　　　号　

　　　　年　　月　　日　

熊本県知事

　

　

　

路線全体計画の変更について、協議のとおり承認します。

　　　　　　　　　様

　　　路線全体計画の変更について

　　　　年　　月　　日付け　　　第　　　号で協議のあった　森林○○道　○○線の



別記様式１１（要領第１２第１項関係）

 第　　　　　　号　

　　　　年　　月　　日　

住所

（補助事業者） 　

氏名

します。

　　　　　年　　月　　日付け　　第　　　号で承認のあったこのことについて、下記の

熊本県知事　　　　　　　　　様

　　　　　　　年度（繰越）　　　　　　　　　　　事業の工期延期について

４　変 更 理 由

　

とおり工期延期の必要が生じたので、熊本県林道事業補助要領第１２の規定に基づき協議

記

１　路　線　名

２　現　工　期　　　　　年　　月　　日～　　　　年　　月　　日

３　変更後工期　　　　　年　　月　　日～　　　　年　　月　　日



別記様式１２（要領第１２第２項関係）

 第　　　　　　号　

　　　　年　　月　　日　

広域本部長（又は地域振興局長）

　

○○○○します。

　

　

　

　

　　　　　年　　月　　日付け　　第　　　号で協議のあったこのことについて、○○○

　　　について

　　　　　　　　　　　　　様

　　　　　　　年度（繰越）　　　　　　　　　　　　　　　　事業の工期延期

　



別記様式１３（要領第１２第３項関係）

 第　　　　　　号　

　　年　　月　　日　

農林水産部長

　

　

　

　

　

　

　　　　　　　　　　　　　様

　　　　　年度（繰越）　　　　　　　　　　　　　　　　事業の工期延期

　　　について

　平成　　年　　月　　日付け　　第　　　号で協議のあったこのことについて、○○○

○○○○します。



別記様式１４（要領第１２第４項関係）

 第　　　　　　号

　　　　　　　年　　月　　日

広域本部長（又は地域振興局長）

記

　　変更後　　　年　　月　　日

　

　

２　工期延期理由

　

３　事業完了予定年月日

　　変更前　　　年　　月　　日

このことについて、下記のとおり延期しましたので、報告します。

農林水産部長　様

１　事業箇所

　　　　　　　年度（繰越）　　事業に係る工期延期について（報告）


